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署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午前　１０時００分　開会

委員長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２５年第２回教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、寺西次長、小池庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長、矢部指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、代田中央図書館長の、以上８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により今井委員にお願いいたします。

　本日の委員会は３名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

○報告事項

１．平成２５年度周年行事等について
（資料庶－１・庶務課）

委員長　　それでは、報告事項について聴取します。報告１「平成２５年度周年行事等について」、庶務課長から報告願います。
庶務課長　　それでは、「庶－１」と書いてございます資料のご用意をお願いしたいと思います。
　平成２５年度周年行事等についてということで、案でお示しさせていただきたいと思っております。平成２５年度周年行事等の日程について、下記のとおり、ほぼ決定いたしましたので、ご案内をさせていただくものでございます。
　また、改築が進んでおります学校がございますけれども、その完成の落成式典をやってございますので、そちらにつきましても、合わせてご連絡させていただくものでございます。

　まず１点目ですけれども、平成２５年度に周年を迎えます学校についての行事の日程でございます。
　来年度は８校ございますけれども、それぞれその学校について式典の予定日ということでさせていただきたいと思ってございます。

　参考までに、周年数は一番右に記載させていただいているところでございます。

　１点、大山小学校でございますけれども、大山小学校は平成２５年度に６０周年を迎えることになりますけれども、合わせて閉校式の予定もございまして、現在調整中ということでございます。

　また、落成式典の予定でございますけれども、赤塚第二中学校と板橋第一小学校が落成できるということでございまして、赤塚第二中学校の方は平成２５年１１月秋を予定してございますけれども、今の時点では１１月５日の午後からという形で調整に入ってございますので、記載はしてございませんけれども合わせてご連絡をさせていただいております。

　板橋第一小学校の方につきましては、年が明けまして平成２６年１月１５日午前１０時からということで、現在、予定を組ませていただいているところでございます。

　直近になりましたら、皆様に、学校からご案内状等を送らせていただくことになってございますので、その節はよろしくお願いいたします。

　また、私、庶務課の方からもご案内させていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　私からは以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

　周年行事の出席予定については、例年どおり、５月か６月ごろになりましたら、皆様のご希望を伺いつつ決めさせていただきたいと思っております。
　それとあと１点、先日、某学校で伺いましたけれども、周年行事の記念誌代が今年は出ないのだという話があります。そんなことはありますか。

庶務課長　　確認をさせていただきたいと思いますけれども、そういう予定にはなってございません。

学務課長　　出ないということはないです。ただ、実績を見ながら減額とかの可能性はあるかもしれません。出ないということはないです。
委員長　　ということを心配されていた学校がありましたので。

学務課長　　色々、印刷物の削減等のご協力をお願いしていますので、その中でちょっと混在されている可能性はあるのですが、削減、全くゼロということはないはずです。
委員長　　いつも贈呈の目録の中には出てくるので。分かりました。
　それでは、こうした予定ということでよろしいでしょうか。

○報告事項

２．学校選択制度の見直しについて
（資料学―１・学務課）

委員長　　では、次に、報告２「学校選択制度の見直しについて」、学務課長から報告願います。
学務課長　　それでは、お手元の「学―１」という資料をご覧いただきたいと思います。

　「学校選択制の課題について」という表題の資料を出させていただきました。
　ちょっとコンパクトにまとめているところでございますが、今回、とりあえず当面の学校選択制の課題ということで少し整理させていただきましたので、中身をご紹介させていただきます。

　まず、１番、学校選択制検証検討会における課題。

　本区における学校選択制は、通学区域を定めつつ、選択することを可能とした制度でありますが、制度開始以降、学校選択制における課題の検証、検討のための学校選択制検証検討会が平成２１年度に設置されました。
　この検討会においては、遠距離通学による「安全性の確保」、地域コミュニティーの重要性から「地域との関係」、選択制と「適正規模の維持」、「正確性に欠ける情報での選択」といった４点について検討されました。
　検討の結果として、この安全性の確保について、小学校において選択範囲を通学区域と隣接区域に限るとする制度の改正が平成２４年度新入学生から実施されたところでございます。
　２番目としまして、「新たな課題」と書かせていただきました。

　まず、（１）地域コミュニティーの重要性の高まり。

　平成２３年３月の東日本大震災以降、地域防災力などの観点から地域コミュニティーの重要性が高まり、その核として学校の重要性が再認識されている。
　（２）大規模化。

　マンション建設等に伴う一部地域の人口増等により、抽選校が増えている。また、抽選を実施しても、通学区域内の児童生徒が多く、当選者を出すことができない学校が増えているということで、下にちょっと簡単にデータですが、抽選校としまして、小学校では平成２３年度新入学で６校だったところが今回は１２校、中学校では、同じく平成２３年度は４校だったのが今回７校になっている状況。

　上記抽選校のうち、「当選者がゼロ人校」と書きましたけれども、抽選の段階では当選者がなく、その後、私立校への進学などによって予想以上の欠員が出た場合の繰り上げの順番を決めるだけの抽選という形が、上記の抽選校のうち、平成２３年度小学校では２校だったのが今回は６校、中学校では平成２３年度は２校だったのが今回は４校ということになっていますというご紹介です。

　次に、（３）小規模化。

　少子化に加えて、比較的狭い範囲に多くの学校が設置されている地域では、単学級化など、適正規模を大きく下回る学校の小規模化が生じているということで、

ちょっと分かりにくいのですが、まず、新入学対象者の通学区域内住民登録数が４０人以下の小学校が８校ございます。その８校のうち、実際にその通学区域の学校を希望する新入学希望者数が４０人以下の学校は６校ありました。これは小学校です。

　中学校の方ですが、新入学対象者の通学区域内住民登録数が８０人以下の中学校が３校。このうち、実際に通学区域内の新入学希望者数が８０人以下の中学校が２校ということで、小学校の場合は、単学級ということもありますが、適正規模が小学校では１学年は主に二、三学級ということになっていますので、その半分以下である単学級の人数で４０人とさせていただきました。

　中学校の方は、基本的に適正規模が、１学年でいいますと四、五学級程度となっていますので、その半分以下、つまり２学級程度の人数ということで８０人以下ということが、一種、小規模化というふうに判断して、こういった数字を出させていただきました。
　今後の予定でございますが、こういった課題の中で、緊急かつ対応可能な課題について、平成２６年度新入学児童生徒からの適用を目指して検討を進めさせていただきたいと考えているというのが資料でございます。
　とりあえず、資料のご紹介としては、以上でございます。
委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　この新たな課題の部分は、確かに大事な部分だと思いますし、特に地域との関係というところも重視しなくてはいけないということと、あとは、抽選というか、応募したんだけれどもいっぱいというのは、問題だといえば問題ですよね。そのあたりをどう考えているのかというのは大事だと思います。

　それから、今回、整備週間で校長先生とお話をする機会がありましたけれども、選択するということで、もっと学校に保護者の方も積極的にかかわってもらうとか、一緒になって子どもの育ちを考えてもらうとかということが、多分、１つの目的としてあるんだと思うのです。

　それが、どちらかというと、選択するだけになってしまっているというか、そんなような声も結構聞こえてきていて、やっぱり選ぶということは、そこでその学校に積極的に保護者としてかかわる責任というのですか、もう一つ、そんな視点も欲しいなと。

　それを、この選択の制度の中に入れるというのは、なかなか難しいのかもしれないですけれども、私立の学校ではないわけですから、そこら辺がちょっと違う方向で取られてしまっているケースがあるのかなと感じています。

　以上です。

学務課長　　新たな課題としまして、まず、地域コミュニティーとか地域の核というところを書かせていただきましたけれども、従前の、平成２１年に設置され、平成２２年に答申が出た前回の検証検討会の中でも、地域とのつながりですとか連携というものも１つの課題という形で捉えられています。

　その後、さらに、東日本大震災以降、やはりお子さんが学校にとめ置かれて、帰宅するときにというときに、地域とのつながりですとか、避難所にもなっていますので、やはりそういう意味では、特に小学校において、地域のランドマークでもあり、一種、ここで「核」と表現しましたけれども、色んな意味で集合する場所というところがありますので、その小学校がどうなのだろうかというところは、非常に議会でも、町の方からも言われているところですので、選択制という、もともと非常に大きな期待があって始まった制度なのですが、それと地域との関係性をどこでどう折り合いをつけていくかというのは非常に大きな課題かなと考えています。

　ですから、今回、「新たな課題」と書きましたが、もともとの課題でもあり、さらに大きく焦点が当てられている課題なのかなという気はしております。

　あともう１点、今、委員さんからご指摘がありましたように、もともと選択制というのは、保護者の選びたいという意志の尊重というのが１つの目的ですので、それと開かれた学校づくり、特色ある学校づくりという目的ですか、それがリンクした形で、選んだからには、やはりおっしゃっていただいたように、学校に積極的に関与していただくといいますか、お互いに学校を高めていきましょうという期待もあったのですが、なかなか選んだ後、自分の意思で選んだのですけれども、その後は従来のままという形で、学校に積極的に関与されない方も多いというところがございます。

　その辺は、今回、制度そのものの問題として、１つここの冒頭に書かせていただきましたけれども、通学区域を定め、本来は通学区域の学校に通うということを前提としつつ選ぶことができますよという選択制だったのですが、その「選択制」という名称が、当初はＰＲも含めて、かなりひとり歩きした感がありまして、本当の自由選択制のようにとられているものがありますので、そういった部分も含めて、改めて制度について正しくご理解いただくといいますか、周知を図るというところは非常に重要なのかなと考えています。
　また、当然、選択制で通学区域外の学校に行けば、防災のときですとか様々なところの一種デメリットと申しますか、リスクも生じますので、そういった周知も行っているつもりなのですが、なかなかご理解いただけない部分もありますので、そういった点については少しきちんと周知を図るような方法は考えていかなければというのが課題だと考えています。
　補足ですが、もともとは平成９年度に、それまで非常にきちんと決められていた通学区域を弾力的に運用されたしということで、当時、行政改革推進委員会などからきた規制緩和の流れの中で、平成９年度に文科省から通学区域の弾力的運用ということから始まりまして、平成１０年度に板橋区でも指定校変更制度を従来のものより少し広げた形で開始しています。

　それから徐々に通学区域以外に通うお子さんが増えていっているわけなのですが、指定校変更制との課題とかもあって、平成１４年度に、一番最初に学校選択制検討会が設置されて、先ほどから申し上げているような理由をもとに平成１６年度に選択制が開始された。

　ただ、ここで先ほどのような問題点もありましたので、冒頭に戻りますが、検証検討会を設置して現在に至るという制度ですので、今現在、制度実施当時の思いが、できたところと、できないところがありますので、その辺は少し整理をしていく必要があるのかなと考えています。
　大規模化の問題も、当時にはここまでの集中といいますか、抽選校の増大、一種、抽選ができるということもこの選択制のメリットではあるのですが、ここまで、当選者ゼロという学校が増えるということまではなかったので、今回、新しい課題にさせていただきましたので、こういった点も含めて、見直しが必要なのかなと考えているところです。

谷田委員　　例えば、以前のように地域の学校に行くと言っていて、では、その人たちが積極的に町会に参加しているとかで地域の活動に参加しているかというと、別にそういうことはなかったんですよね。こうやって学校がオープンになって、選択制になって、学校に積極的にかかわっていただけるような保護者が増えているとは思うのです。
　ただ、それを逆に、選択ということで勘違いしてしまっている。勘違いという言い方はいいかどうか分からないですけれども。

　そこはとても大事だなと思っていて、地域の人ではないにしても、選んだからには、準地域の大人ぐらいの意識で、その学校を選ぶというのですか、何かそういうところにもうちょっと向いていくような感じにもっていく必要があるのではないかなと思うのです。
　やっぱり学校に大人が皆かかわるようになった結果として、町会とのつながりとか地域のつながりができて、やっぱり地域は大事だなという話になっていくような流れが、選択制というか、学校がこれだけ開かれるようになってきたり、学校支援地域本部のようなものができたりという中で、そういう形で、学校を中心としてその地域ができてくるような、そんなふうにつなげていけるように、常にそこら辺を頭に置きながら制度の方も考えていくのがいいのではないかと思います。
学務課長　　例えば杉並区なんかですと、今回は学校選択制の廃止というものを打ち出しています。

　指定校変更一本で、指定校変更の中に１つ非常に大きな条文を追加したことによって、事実上、選択制のように多くの方が選べるような制度に変えていますが、その選択制を廃止した理由の１つに、選択制を実施しながら、全校で学校支援地域本部を実施したということから、開かれた学校づくりが達成されたというところもありましたので、委員がご指摘のように、選択制とはいえ、特色のある学校づくり、開かれた学校づくりに地域の方も参加いただけるという方策も合わせて、もともとの目的の１つでもありますので考えていかなくてはいけないのかなと思っています。
委員長　　地域と学校のつながりというのが、町会の範囲と学区域とのずれがあって、なかなか難しい。

　特に、町会の一部の地域だけがこちらの学校に入っているなどというところでは、それは非常にやりづらいところがあって、その町会にとっては一部の人だけがそっちの学校に行ってしまっているので、何かちょっと別のところにというふうになってしまう部分は、できれば学区域の変更等で改善できればいいとは思うのです。
　だけど、例えば私の町会みたいに、完璧に成増小学校と成増が丘小学校と分かれているところは、それはもう分けるのは難しいと思いますから、町会が両方の学校とつき合っていくという形にしないとできないのですけれども。そういうところでは、どうしても町会と学校との関係は希薄になりがちだと思います。

　また、地域の方も、地域によって違うと思うのですけれども、大体、町会の組織率が５０％前後になっているところが多いのではないかと思うのですけれども、そうしますと、「町会、町会」とは言っていながら、実際には町会に入っていない人も多くて、本来なら、それは町会に言っていかなければいけないのですけれども、なかなか入りたくないという人が多いという部分と、逆に、マンションの一部の人だけが「入りたい」と言っても、そこがオートロックであったりすると、なかなか回覧板も回らないし、連絡もつかないから、結局、町会としては入れたいのだけれども、入れてもなかなか一緒に続けていくことができないということで組織率が下がっていくと思うのですけれども。そういう意味で、地域と学校との関係は、そういう点では希薄になってしまう。

　だから、町会とかは抜きにして、地域本部として学校と何かをやっていくというのはいいと思うのですけれども、そういった場合に、どうしても選択制で入ってきた方は、よその方という気持ちが大きいから、その人たちが積極的に学校にかかわっていくというのは、なかなか、町会の方の力が強いとやりづらい面もあるかなという気もいたしております。

　ここの資料では、大規模化、小規模化のことが詳しくは出ていないのですけれども、現状の選択制によって、本来ならもっと教室がなければいけない学校が増やさないで済んでいるところもあるし、逆に、選択制をなくしてしまうと３クラスあるのが１クラスになってしまうような学校もあるというところのデータをしっかり出していただくと、もっと分かりやすくなるのではないかなという気がいたします。

　あと、今回の整備週間で校長先生にお伺いすると、中には、学校選択制の選択の理由が、学校のきれいさとか、トイレがきれいかどうかとか、そういった観点から選んでいる方も多いという話を伺いまして、学校の本来の特色あるというか、教育面での特色ある部分で実際に選択しているというのは少ないのではないか。
　多くの場合には、幼稚園なり、保育園の関係で一緒の学校に行きたいというような面から選択制を選んでいるというようなところもありました。

　現在は隣接区域なら行けるという制度に変わったわけですけれども、隣接とはいえ、自分の学区域の学校を通り越して、もう１つ隣の隣接の学校に行くというあたりはやっぱり問題かなという気はしておりますし、指定された学区域であっても、こちらの方の学校の方が近いというようなところもあるようなところは、そっちを選んでもいいかなという感じはしております。
学務課長　　先ほど地域コミュニティーのところで「地域」と表現しましたけれども、確かに「地域」という言葉でも、人それぞれ受け取り方が違うところがありますので非常に難しいのかなというのが、前回、平成２１年に設置された検討会でも指摘されているところでして、実は、この平成２１年のときのデータを見ますと、この当時は小学校が隣接制になっておりませんので、小学校も自由に選べるということでした。

　しかしながら、小中ともに、通学区域プラス隣接校で見ますと、９７％の方が、実は通学区域プラス隣接校に収まっているということで、町会かどうかということを別にしますと、ほぼ隣接区域ですから一定の地域の中に納まっているわけなんです。それを、先ほど委員長が言われたように、さらに町会ですとか、そういう枠にはめますと通学区域と町会が合っていませんから非常に難しいところです。

　ただ、長年の経過もあって、一朝一夕にぽんと通学区域の変更というのも難しいところですので、この辺は通学区域との兼ね合い、町会との兼ね合い、地域をどう見るかという、地域によっても見方が違うでしょうし、その辺を少し見ていかなくてはいけないのかなと思っています。

　また、その選び方の部分ですが、私どもの方では、選択を希望する中のアンケートでしか伺い知れないので、現実のところはなかなか見えてこないのですが、ただ、やはりお母様方の会話の中で安易に学校を選ばれるというような状況もあるようなところがありますし、やはり、学校が新しくなったらそっちが増えるですとか、開かれた学校づくり、特色ある学校づくりというところを見ていただいているのかどうかというところは、ちょっと難しいものがありますので、やはり学校ごとにきちんとＰＲしていくですとか、周知方法を考えなくてはいけないのかなと思っているところです。
　特に、今ご指摘がありました隣接に絞ったところなのですが、隣接といっても、点で隣接とか、面で隣接、色々と差がありまして、現在はとにかく境界が接していれば隣接で、対象範囲にしていますということなものですから、最大で８校選べる地域と、区境ですと、例えば後背部全部が他県になってしまいますので、選択範囲がすごく少ない、３校しか選べない学校と、ちょっと差もありますので、その辺は小規模化の対策になるのか分かりませんが、少し選択範囲を絞るということも検討が必要なのかなというのは考えているところです。

今井委員　　まず、学務課長がおっしゃった流れというか、その辺の補足ですけれども、これは、選択制を含む色んな改革が、かつてというか、行われてきたのは日本だけではなくて、日本はむしろ後追いだったわけですが、ＯＥＣＤの教育革新センターが、もう数年ぐらい前に、そのあたりの大きなうねりのような教育改革の流れがよかったのかみたいな検証調査をしていて、ＯＥＣＤの検証の切り口というのは、経営学でいうボイスとクィットというツールでやっているんですが、ボイスというのが、ある組織、会社なら会社、組織なら組織を、皆で声を出してよりよいものにしていこうねというタイプ。クイットというのは、見切りをつけてほかに移っていくという、その２つの系統の改革がずっときていた。
　実は、選択制は、谷田委員がおっしゃるのが実は正しいのですけれども、現実はクイットなんですよね。クイットのツール。つまり、ここはこれが嫌だから行かない、ここはこれが嫌だからやめる。結局、要するに、どこがネガティブが少ないかなみたいなものを、多分そういう発想をつくってしまったのが選択制だったんだろうと。

　では、効果があるかというと、ＯＥＣＤは各国で、日本にももちろん来ていますが、調査をして、それをまとめている。非常に読みにくい難解なレポートが１冊分あるのですが、その中で、日本は「回答なし」というのが結構あるのが、また面白いのですけれども、結局、効果は見えないよねというのが、その段階での結論です。

　ごくごく一部、ヨーロッパは結構民族が色々とありますし、言語が色々ありますし、それから伝統的に少数民族と言われている人たちが随所にいて、そういう系統とか、そんなに多くない人たちの宗教とか、そういう人たちにとっては、こういう改革はハッピーだった、そのほかは見えないねというのが、結論、読みにくいレポートの結論部分だと思うのです。

　それから、もう１つ大きなボイス側の改革をしようねといったのが、それも、学校を誰が運営していくのかみたいな、ガバナンスの議論に展開していく流れが一方である。その出始めのボイス側としては、一般的な用語で言えば、学校評議員制度みたいな、その学校の運営を、教育委員会という、より広域の組織ではなくて、その学区の英知を集めて運営していこうという、そういう流れがボイス側。

　それから、そこへの保護者の参画みたいなものが出てきていて、これについては、いまだにＯＥＣＤが色んな調査をやっています。つまり、それを国別に表で並べていると日本はまだ少ないね、では、それをそこで進めなければという誘導的な調査をさんざんやっています。
　ということで、方向性としては、文部科学省も、こういう学校選択制とかを言い出す十数年ぐらい前からＯＥＣＤを非常によく見ていますので、そっちをもっと広めようとしてくる可能性は高いです。

　その中で、学校評議員制度の日本版の学校運営連絡協議会ではなくて、要するにコミュニティスクールを建てて学校運営協議会をつくろうという動き。というのは、実は、国際的にはボイス側からきているのですけれども、日本での受けとめ方はむしろ逆転していて、クイット側という位置づけが広まってしまった。

　それは誰がいけないとか、そういう問題ではないんですけれども、多分そういうのを好きな人が利用しようとしたんだと思うのですが、要は、校長とか教員の人事権を地域が持つんだみたいな方向が脚光を浴びて、クイット側のツールとして広めようねという人たちが、結構、一時期増えた。今は、国全体で見ればとてもローカルにちょっとだけ残っているとは思うのですけれども、その議論はなくなってきている。
　その後、ボイス側の手立てとしては、とにかく学校を応援してしまおうねみたいな、地域支援本部系の流れが位置づけられてきているという大きな流れの中で、では、選択制をどう捉えたらいいかというと、学校が特色を出して競え合えば学校はよくなるんだという幻想は、多分、もう幻想だということをみんなが意識している。
　だって、管理職も教員も異動している。そこで、例えば商店街で同じ業種のお店が２つあって、サービスとか商品とか価格で競い合って１つが潰れていくというのと全く意味が違うということに気づき出しているから、それは多分ないよねというのは、もう社会的な合意になっているんだろうと思います。

　それから、もう一方で、親の選択権というのを、商品感覚でクイットのツールとして使わない手立てとして本当にやっていくとしたら、選択制というのは今の形ではなくした方がいいよねとなってくる。
　ということで、選択制を制限するとか、本来の学校ごとの学区というのがやっぱり大事だよねというふうに目を向けてもらうようなきっかけをつくっていく変更ということで、とてもいいタイミングで、これから検討していくことになるのだなということが私自身の位置づけです。

　しかも、さらにタイミングがいいのは、教育長が替わり、地域コミュニティーとか防災のプロが教育長に来てくださっているわけですから、そこの知見を集結した上でこの選択制を考えていく。それから、委員長も防災に詳しいですから、そういうところでやっていく機運としては、すごく色んな意味でタイミングがいいなという気がしています。

　質問としては、最後の今後の予定。緊急かつ対応可能な課題については平成２６年度新入生からという場合のタイムリミットというか、さらに、いつごろまでに何を決めなければいけないのというのが、もし大雑把でもあれば教えておいていただけるといいかなと思います。
学務課長　　例年ですと、４月下旬ぐらいには、翌年度の新入学生の方を対象に、今年度、新入学の手続はこうですよ、今年度、学校公開はこうですよ、ぜひ、一度は学校を見て学校をきちんと決めてくださいねというチラシみたいなのを、中学生向けには小学校６年生、小学校の新１年生に対しては区内の幼稚園、保育園を通じて配布しています。
　そこの中で、もし、今回、制度を変更するのであればやっぱり言っておかないと、ということがありますので、その４月下旬のチラシ配布時期までに対応できるものについては、きちんと整理しておく必要があるのかなと考えています。
　そこに至る前に、当然、皆さん方の議論も必要ですし、議会の方への情報提供も必要でしょうし、今回、大山小学校を中心に、地域というところの話も出てきておりますので、例えば町会であったり、ＰＴＡであったり、そういったところへの情報提供も必要ですので、そういった手順は必要ですが、簡単に申し上げると、そこが１つタイムリミットかなと思います。

委員長　　ですから、選択制そのものについて根本的に考えていかなければいけない部分もあるんですけれども、とりあえず、平成２６年度新入児童に対してのマイナーな修正は急いでやらなければいけないということですね。

学務課長　　はい。特に、今回出てきた新たな課題のところで、特に大規模化について、１つ、私どもで今考えているところは、完全に通学区域内の児童生徒でいっぱいいっぱいだ、ハード的にも無理があるというところについては選択対象から外すという方法があるのかなというのが１つ考えています。

　また、直接、小規模化というところの解決策になるのは難しいかもしれませんが、先ほどから言われておりますように、選択制そのものを正しく周知するということに、もうちょっと立ち返らなければいけないのかなというところがありますので。もともと板橋区は、繰り返しですが、通学区域を定めた上で一定の変更ですから、まず通学区域のその部分の正しさといいますか、メリットをきちんと周知していく。
　また、選択制についても、先ほどからありましたように、安易な選択ができないようにするというのもおかしいかもしれませんが、適正な選択ができるような形に、手続的なものを見直していく。

　もちろん、「選択制」という名称自体がいかがなものかというところがありますので、名称についても考えていかなくてはいけないと思っていますし、先ほどの選択範囲が８校、３校という差などにつきましても、点で接しているのを隣接とするかどうかという議論もありますので、その辺も含めて考えていこうか、この中でどこまでできるか分かりませんけれども、その辺が１つ緊急的な課題、対応できる課題の範囲の中のものかなと考えているところです。

委員長　　本来、区域内の生徒がたくさん来て、それが全部来るといっぱいなんだけれども、たまたま選択制でかなり出るから、多少入ってきてもいいという学校もあるではないですか。だから、その辺はあるんですよね、現状は。
学務課長　　確かに、抑制すると、逆に、今、委員長が懸念されたようにパンクしてしまう学校ですとか、抑制して来なくなってしまうと、一気に小規模化が進んでしまう学校ということも少なからずありますので、そことの兼ね合いも無視してはいけないところがあると思っています。

委員長　　ある先生というか、人は、私はそう思うかどうか分からないのですけれども、いじめの原因が、学校という、自分で行きたいか行きたくないか分からない学校に、１つのクラスにまとめられることによって、それがいじめの１つの原因にもなり得るんだということを言っている先生もいらっしゃいまして、強制的に自分の学区域以外には行ってはいけないというようなことになると、そういった面が多少は出てくるかなと。

　どうしても、自分の学区域内しか行けなくなると、では、どこに逃げていくかというと、私立へ行く。あるいは、隣の区、県に、たまたま周辺の人なのですけれども、逃げていくというのが、「逃げていく」という言葉は表現がよくないのですけれども、大山小学校ですと豊島区の学校にかなり行っていたというのが以前はありますし、余りきつくすると、そういう方が進んでいってしまうのではないかなという危惧もしております。

　ほかに、ご意見は。

次長　　今井委員がおっしゃった、あとは谷田委員がおっしゃったことなんですけれども、我々は、選択制を導入する当初は、自由に選んでいただいて、保護者の方の選択権を最大に尊重しますよと、そういう中で学校が活性化していくという制度を目指して導入したわけですけれども、谷田委員がおっしゃったように、選択制をとった結果、地域と学校とのかかわり、特に親の責任感という部分について、本来果たしていただくべき、あるいは期待した役割が十分に果たしていただいていない部分が確かにあるのかなと思っております。
　また、通学区域が合理的でない、あるいは地域コミュニティーとイコールになっていないということで、選択をしていただければ、そういう合理的な市場メカニズムというか、そういう調整が図られるのかなという思いもあったわけですけれども、必ずしもそういう形にはなっていないということ。
　それから、選択権の尊重についても、今井委員からそれについてご発言がありました。私たちも、そこの部分まで踏み込んだ形で、選択権なのか変更権なのか。

　通学区域の指定をしている以上、通学区域の学校に行っていただきたいという前提を持って制度を運用してきたのか、あるいは、通学区域はあるけれども、それは最後の指定のための区域であって、選択権を最大限尊重しますよという形の立ち位置だったのか、その辺は少し検証しなければいけません。

　今後、今、学務課長がご説明したように、通学区域を定めて選択を認めるというところの立ち位置を、やはり３．１１以降の地域とのかかわり、あるいは通学路の安全確保、そういうことから考えていくと、もう一度、考え直さなくてはいけないのかなということでして、短期的にも改善しなければいけませんが、そこでの立ち位置を少し変える必要があるのかなと事務局の中でも議論しております。

　今までは、どうぞ選択してくださいというスタンスできておりましたけれども、それが必ずしもいい結論に至っていない可能性もあるので、それでは、その指定をしておいて変更を認めるという形の制度ということを考えていった場合に、どういう制度がいいのか、また具体的な方向性もお示しさせていただいて、もう少し議論させていただければと思っています。
委員長　　よろしいですか。
　では、選択制そのものについては、まだ継続して審議していかなければいけないと思いますけれども、多少の変更、平成２６年度新入生用の修正部分については比較的急いで検討していただいて、この場でも、また決めていきたいということでよろしいでしょうか。

○報告事項

３．教職員の服務事故について
（資料指―１・指導室）

委員長　　では、報告３「教職員の服務事故について」、指導室長から報告願います。
指導室長　　教職員の服務事故について、資料「指―１」で報告させていただきます。
　今回の資料としてお示ししたのは、東京都教育委員会が１月１０日付で発令した資料をそのまま今回の資料とさせていただいております。
　板橋区立の中学校の事故でございます。

　教員、５９歳、男性です。

　処分の程度は「戒告」であります。

　処分理由です。

　勤務校におきまして、個人情報の持ち出しが禁止されているにもかかわらず、平成２４年５月１日午前９時４５分ごろに、クラスの名簿３１名分を全て学校から持ち出しまして、家庭訪問を行っております。

　家庭訪問に行った先で、１０時４５分ごろまでに家庭訪問を終えるのですが、その個人情報のカードのファイルを置き忘れてきてしまったということになっておりまして、その後、保護者の方から「置き忘れてました」というお電話があったので、１１時１０分ごろにそのご家庭に取りに行き、そのファイルは確保したということであります。

　ただ、その際に、置き忘れた事実について、その保護者の方に、「不適切な発言」とここにはありますが「穏便にしてください」というようなことを言い、また、管理職等にも学校に帰ってきてから報告をしなかったための処分ということでございます。

　この１０月１２日の発覚ですけれども、このときに、たまたまこの保護者の方が教育相談ということで学校を訪れまして、実はこういうことがあったんですがという話になり、管理職もそこで初めて知るところになったというところであります。
　個人情報の持ち出しについては、学校で持ち出しのセキュリティーを定めて、手順書も定めて、この個人ファイルは持ち出し禁止ですけれども、持ち出していいものについては管理職の許可を得るということでやっていたところですが、その持ち出し禁止のところを管理職の許可なくやったことに加えて、保護者の方に不適切な発言をすることと、管理職への報告も怠ったということで若干処分が重くなり、都教委としての処分が下ったということでございます。

　今年度の都教委からの処分は、これが１件目でございます。

　以上で報告を終わります。

委員長　　質疑、ご意見等がございましたら、ご発言ください。

今井委員　　１件目って、すごいですね。集中する年って、結構、何件かあったときもありますよね。
あｓざあざ
指導室長　　昨年は、都の処分は５件と前任者からも聞いておりますので。今年度、各学校で服務事故防止を徹底していただいていたところですが、残念ながら、１件目が今回発令されたというところです。申しわけありません。

委員長　　家庭訪問をするときに、個人情報ファイルは、普通は要らないものなんですか。

指導室長　　基本的には要らないです。
　ただ、ちょっとお子さんが登校できなかったお子さんなので、ここで担任としても家庭訪問しなければならないということでしたので、家の所在が不確かであったために、この個人ファイルには家と学校周りの地図も入っているので、厳密に言えば、このお子さんのものだけを持ち出すということは、管理職の許可を得れば、そういうことも、持ち出しても、本当は持ち出し禁止ではありますけれども、可能性はあったのかなと思いますけれども、全てクラスのファイルごとということですので不適切な行動でもあったということであります。

谷田委員　　持ち出してはいけないことをしてしまったということもそうですけれども、事実を隠そうとしたというのが一番残念ですよね。一番あってはいけないことだと思います。

　何かミスをしたりとか、間違ったことをしてしまったりとか、あると思うのですけれども、それをすぐちゃんと報告するということが社会人として基本だと思います。ですから、それがとても今回のケースの場合に残念だし、多分、それがあってこうなったということだと思うのですけれども。
　その点については、ぜひ、徹底して指導していただきたいと思います。

指導室長　　はい。学校では、服務事故防止の研修を毎月、各学校で実施しています。

　なおかつ、７月と１２月には服務事故防止の強化月間という形で、東京都とタイアップして徹底的にやってきたところなんですが、こんな形で教員が隠そうとしたという状況があって、大変、私どもも残念に思っていますので徹底していきたいと思っています。

委員長　　分かりました。５月の事件で、その後、多分、校長会でもお話はされていると思いますので。

指導室長　　事例については各学校にはもう話をしておりまして、個人情報のことは、音楽の答案の紛失事故もありましたけれども、あのあたりはきちんと管理職にも報告をしているというところもあって、教育委員会の中での注意ということになっていましたが、今回、悪意が若干あるような状況もありましたので、都教委からの発令になってしまったということです。
委員長　　はい、分かりました。では、今後ともよろしくお願いいたします。

○報告事項

４．特別整理期間に伴う休館日について
　　成増図書館２月４日（月）～２月９日（土）

（口頭・中央図書館）

委員長　　では、報告４「特別整理期間に伴う休館日について」、中央図書館長から報告願います。

中央図書館長　　こちらにつきまして、資料は特にございません。
　また、既に休館日については年度内で一括して告示を行っているところでございますが、直近の図書館につきましてご報告するものでございます。
　成増図書館が２月４日月曜日から２月９日土曜日まで６日間、休館いたします。

　報告は、以上でございます。

委員長　　ということで、予定どおりの休館ということで、ご了承願います。

　では、次に、教育委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。
指導室長　　資料にお綴じしていると思いますが、前回の教育委員会でご報告させていただいた中学生の生徒会交流会といじめ防止シンポジウム、これのチラシができておりますので、今日、配付させていただきました。
　それから、交流会とシンポジウムの件については、この後の事務打合せ会のときに、ちょっと詳しい内容と当日の次第等をお話しさせていただきたいと思っております。
　来週の２８日がまず審議会で、教育委員の先生方には生徒会の子供たちと話をしていただきまして、その後の２月４日にいじめ防止シンポジウムということで、委員長と高野先生にお願いしたいというところであります。

委員長　　はい、分かりました。では、後でよろしくお願いいたします。

　ほかに。
学校地域連携担当課長　　板橋第六小学校の放課後子ども教室の事故の件でございますけれども、これについては、警察の方に確認したところ、１２月２０日に板橋警察署から東京地検の方に書類送検されたということを聞いてございます。

　現在、検察の方で捜査、措置が行われていますので、事実関係がはっきりした段階で、改めまして教育委員会の方に正式に報告させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
委員長　　ただ、お子さんだけが不登校ぎみということですので、その辺だけは、直接教育委員会の方から働きかけるのは難しいと思いますけれども、担任の先生なり、あるいはカウンセラーを通して、できるだけ早く登校できるようにしていただきたいと思います。

　ほかに、報告事項がありましたら、どうぞ。
中央図書館長　　図書館システムの復旧の遅延についてのご報告なんですけれども、実は、一昨日、１月２１日、第３月曜日で図書館が全部休館日ということで、このときに中央図書館の方で法定の電気点検を行ってございまして、そのために、中央図書館の中に設置していますサーバーがありますので、その停電によりまして、予定では９時から１５時までこのシステムを停止するということで、あらかじめホームページ等でお知らせしたところではございました。しかし、図書館の停電が終わりましてシステムを立ち上げたところ、その際に、サーバーの機器に一部不良が見つかりまして、立ち上げの時間に時間を要すという事案がございました。
　結果としましては、予定より４時間おくれまして、図書館システムが稼働して復旧しましたのが１９時ということで、１５時から１９時の間、予定より利用できなくなってしまったという事がございました。
　現在、業者は日本電気株式会社というところで、ＮＥＣなんですけれども、原因の調査をしているところでございます。

　また詳細が分かりましたら報告をいたしますが、とりあえずの対策としましては、今回、その不良部品の取りかえに関しまして、その調達に時間がかかったということと、あとはＳＥの立ち会いのもとで復旧作業を行っていたんですけれども、ＳＥだけではなくて、ＣＥ、カスタマイズエンジニアですか、そういった、どこの系統が不良になったのかということが分かる、そういったＣＥを立ち会わせるような形で今後対応していきたいと思いますので、ご報告をいたします。
　以上です。

委員長　　これは図書館業務に４時間ぐらい、多少は影響が出たということ。

中央図書館長　　インターネットで予約を希望される方につきましては。休館日でございましたので館内には支障がなかったのですが、ネットの方の予約で４時間ほど影響が出てしまったということでございます。

委員長　　停電のお話があったので。整備週間で回っていまして、高二中でしたか、漏電が。

庶務課長　　それは、復旧ではありませんけれども、新しい学校づくり担当課で対応してございまして、もう連日のように校長先生とお話をされているということですので。

委員長　　要するに、漏電ランプがずっと去年からつきっ放しで、原因が分からないという。

庶務課長　　原因は分かっているそうです。

委員長　　分かっている。では、対策もできる。

庶務課長　　そこまではちょっと確認は取れていませんけれども。そのときは、副校長先生もおっしゃっていましたけれども、建て増しをするときに、女子トイレの前のものと配電が異なっていた、違う配線をしていたということらしいのです。

委員長　　何か分かりませんけれども。

庶務課長　　そこを切るような形で対応していきたいということで、今は、学校を出るときにブレーカーを落とすようにという形の対策をしているそうです。

委員長　　了解です。では、漏電箇所が分かって、そこのブレーカーを落とす。
　本当は、常時落としておけばいいんですけれども、暗くなるから、いないときには落としておくという。
庶務課長　　はい。という対策を今は講じているということでした。

委員長　　いずれにせよ、そこは改修する。改修するところまでやらないと、毎日、落としているのでは。
庶務課長　　それはちょっと。私が所管課の方と一緒に調整いたします。

新しい学校づくり担当課長　　担当が検討しています。いずれにしても緊急性が高いと思いますので、できる処置と、あるいは、根本的な系統の措置が必要であれば、大がかりになると思いますので、その辺の対応はしっかり進めていきたいと思います。

委員長　　いずれにしても、電気事故につながる問題なので、早急に対応していただいた方がいいかと思います。

新しい学校づくり担当課長　　はい。分かりました。

委員長　ほかに報告事項がなければ、以上をもちまして本日の教育委員会を終了いたします。

午前　１０時　５５分　閉会
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